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Regarding the Scope of Objects and Accessories whose Mortgages 
are Eﬀ ective（3）
As to the scope of objects whose mortgages are eﬀ ective, cases and 
doctrines seem to be consistent in opinion. But I think the opinion 
may not adequately meet the reality of society. In this paper I will 
reconsider this problem.
In this paper, ﬁ rst of all, we disclose my problem consciousness and 
conﬁ rm the current arrival points of precedents and theories. Then I 
consider the relationship between the mortgage setting agreement and 
the range of the subjects for which the mortgage is eﬀ ective. Based on 
the results of the study above, I organize the theories related to the 
scope of the subjects for which the mortgages are eﬀ ective and give 
an overall consideration. Finally, I summarize this paper.
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北　星　論　集（経） 　第 58 巻　第１号（通巻第 74 号）
満足を得られなくなった場合には，抵当権者
は，抵当権設定者を相手どって，不法行為（抵
当権侵害）に基づく損害賠償を請求すること
が認められた。抵当地上の立木が伐採され，
搬出された場合に，抵当権の効力が及ぶのか
どうかは，抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲
の問題でもあり，それと同時に，【11】，【14】，
【15】にも見られるように，抵当権侵害の問
題にも関わり85），さらには，抵当権者（また
は競落人）と，伐採され搬出された木材の取
得者の取引の安全をどう図っていくかという
問題にも関わる86）。かつては，抵当地上に生
立する立木が伐採され搬出された場合に，そ
の木材に抵当権の効力が及ぶのか（抵当権侵
害に当たるのか，抵当権者は何ができるのか）
が争われたが，その問題類型は，現在，抵当
不動産から従物（物）が搬出された場合に，
その従物（物）に抵当権の効力が及ぶのか（抵
当権侵害に当たるのか，抵当権者は何ができ
るのか）に姿を変えている87）。抵当不動産か
らの従物（物）の搬出は，日常的にありうる
事柄であり，それを法律上どう考えていくか
は，極めて現代的な課題である。
 （続）
70）  於保不二雄「抵当権の及ぶ目的物の範囲」（渡
辺洋三・林千衛・於保不二雄『総合判例研究
叢書 民法（5）』（有斐閣，1957年））100・101頁。
71）  於保「抵当権の及ぶ目的物の範囲」101・102頁。
72）  於保「抵当権の及ぶ目的物の範囲」99頁，柚
木馨・高木多喜男編『新版 注釈民法（9）』（有斐閣，
1998年）92・93頁〔山崎寛〕。
73）　於保「抵当権の及ぶ目的物の範囲」102・103頁。
74） 　同様に，大判昭和6年10月21日民集10巻913頁
では，抵当権実行（競売開始決定）後に，債務
者（抵当権設定者）が，抵当地上の樹木を売却し，
その伐採をなさんとしているのに対して，債務者
（抵当権設定者）が「滅失毀損等事実上ノ行為ヲ
以テ抵当物ニ対スル侵害ヲ敢行スル場合ニ於テ
ハ其ノ侵害行為カ抵当権者ノ有スル債権ノ弁済
期後ナルト或ハ抵当権ノ実行ニ著手シタル後ナ
ルト否トヲ問ハス抵当権者ハ物権タル抵当権ノ効
力トシテ之カ妨害ノ排除ヲ訴求シ得ヘキハ当然
ナリ」として，抵当権者は，弁済期の到来，また，
競売開始決定の着手の如何にかかわらず，抵当
権に基づく妨害排除を求めることができる，とし
た。当該判例については，於保「抵当権の及ぶ
目的物の範囲」102頁を参照。
75） 　片山金章「判批」法学新報43巻2号101頁，槇
悌次「判批」別冊ジュリ46号196頁，川島武宜「判
批」法協51巻10号1933頁。
76） 　平野裕之『担保物権法』（日本評論社，2017年）
58頁を参照。
　　ところで，抵当権侵害を，本判決のように考え
ると，そもそも抵当権設定当時から，被担保債権
額に満たない価格の不動産に抵当権が設定され
ていた場合，抵当権侵害（・損害）は，どのよう
に認定されていくのだろうか（被担保債権額に
満たないまでも，抵当不動産の競売から得られ
ただろう価格から減少した分を，抵当権侵害に
基づく損害と考えるのか）。そもそも抵当不動産
は，時間の経過により価値を減少させていくもの
であり（経年劣化），それは，当然，抵当権侵害
（・損害）とは考えられない。経年劣化を除いた，
人為的かつ悪意の抵当不動産の価値の減少行為
を抵当権侵害（・損害）と捉えるのか。
77） 　於保「抵当権の及ぶ目的物の範囲」99・100頁，
柚木・高木編『新版 注釈民法（9）』90頁以下〔山
崎〕。
78） 　我妻榮『新訂 担保物権法』（岩波書店，1968年）
261・262頁。我妻『担保物権法』261頁では，土
地の附合物として，立木と稲立毛が挙げられて
いるが，稲立毛について挙げられている判例は
すべて，抵当権に関わるものではなく，稲立毛の
所有権の帰属が争われたものである。
79） 　「地目」としての「山林」に抵当権を設定する
場合，抵当権者は，抵当地上の立木の（担保）
価値を当てにしていると考えられる。抵当地上の
立木の方が，地盤よりも評価額が高いと考えられ
るからである。【16】の大判昭和13年12月13日の
判決以降，立木に対しての抵当権に関わる判例・
裁判例がみられないのも，立木の価値の低下（林
業の不振）によるものだろう。御宿義「森林担
保と漁業担保－システム担保論の試み」（加藤一
郎・林良平編集代表『担保法大系 第5巻』（金融
財政事情研究会，1984年））724頁以下，宇都木
旭「森林担保金融の諸問題」（米倉明他編『金
融担保法講座Ⅱ巻』（筑摩書房，1986年））206頁
以下，高瀬賢一「森林の担保」手形研究398号12
頁以下を参照。
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80） 　我妻榮『新訂 民法総則』（岩波書店，1965年）
213頁，215頁以下，四宮和夫・能見善久『民法
総則［第8版］』（弘文堂，2010年）166頁を参照。
81） 　立木の法的性質やその譲渡，公示方法に関わ
る判例として，大判大正9年2月19日民録26輯142
頁〔立木の所有権取得には公示方法（明認方法）
が必要とした〕，大判大正12年7月26日民集2巻
565頁〔個別の立木も不動産とする〕，最判昭和
35年3月1日民集14巻3号307頁〔山林の二重売買
が問題となった事件で，立木の所有権取得を第
三者に対抗するためには，公示（明認方法）の
継続が必要とした〕，最判昭和37年5月29日判時
303号27頁〔山林の二重賃貸借が問題となった事
件で，借地上の立木の所有権が誰に帰属するか
が争われた〕を参照。
82） 　立木法による立木に対しての抵当権の設定に
ついては，柚木・高木編『新版 注釈民法（9）』
89頁以下〔山崎〕，御宿「森林担保と漁業担保」
724頁以下，山田卓生「抵当権の目的となる物権・
立木とその抵当権の内容・効力」（加藤・林編集
代表『担保法大系 第3巻』（金融財政事情研究会，
1985年））15・16頁，浦野雄幸「物権担保，立木
担保の実行」（加藤・林編集代表『担保法大系 
第3巻』）39頁以下，宇都木「森林担保金融の諸
問題」210頁以下，御室龍「立木抵当の設定と効
力」（同『金融法の理論と実務』（信山社，1993年））
264頁以下，高瀬「森林の担保」手形研究398号
12頁以下を参照。これらにより，立木抵当，山林・
森林抵当の現状や問題を理解することができる。
83） 　ただし，明認方法による公示の場合，抵当権
の設定は事実上，困難である。
84） 　抵当権は，他人の土地に工作物や竹木を所有
するための土地使用権＝地上権にも設定するこ
とができる（370条2項）。地上権に抵当権を設定
することで，その借地上の立木に抵当権の効力
を及ぼすことも考えられる。御宿「森林担保と漁
業担保」727頁以下，宇都木「森林担保金融の
諸問題」231頁以下を参照。
85） 　我妻『新訂 担保物権法』267頁以下，382頁以
下，道垣内弘人『担保物権法［第3版］』（有斐閣，
2008年）180・181頁。とくに，生熊長幸『担保物
権法』（三省堂，2013年）146頁以下，平野裕之『担
保物権法』（日本評論社，2017年）49頁以下が詳
しい。
86） 　これらの問題のパースペクティブを得るには，
石田剛「抵当不動産から分離搬出された動産へ
の抵当権の追求効」法教407号118頁以下，青木
則幸「判批」別冊ジュリ223号176・177頁の考察
が示唆的である。拙稿「抵当権の効力の及ぶ目
的物の範囲について（2）」北星論集57巻1号7頁
注2）も参照。
87）  工場抵当法の事件であるが，最判昭和57年3月
12日民集36巻3号349頁が議論のベースとなって
いる。

